
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅲ－ 3

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し  令和５年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　 種 地 区 分 (評点579)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

100,125 人 人 人 地　　方　　税 13,888,656 13,888,656 58.3 人    件    費 6,528,486 11.9 5,883,621 5,755,147 24.0% 24.2%

96,243 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 161,407 161,407 0.7  うち職員給 3,614,346 6.6 3,370,821 ‐ ‐ ‐

 増 減 率 4.0 ％ 5,057 利子割交付金 2,221 2,221 0.0 扶    助    費 18,680,921 34.2 5,595,484 4,690,083 19.5% 19.6%

住本 (R6.3.31) 100,009 人  人 人 配当割交付金 28,156 28,156 0.1 公    債    費 2,832,182 5.2 2,786,297 2,786,297 11.6% 11.7%

民台 (R5.3.31) 99,757 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 31,562 31,562 0.1  元利償還金 2,832,109 5.2 2,786,224 2,786,224 11.6% 11.7%

基帳  増 減 率 0.3 ％ 4,861 地方消費税交付金 2,213,458 2,213,458 9.3  一時借入金 73 0.0 73 73 0.0% 0.0%

区分 区分 指数等 特別地方消費税交付金 0 0 0.0 28,041,589 51.3 14,265,402 13,231,527 55.1% 55.5%

　　  千円 　　  千円 　の状況 1,420 1,420 0.0 物    件    費 4,640,026 8.5 3,990,050 3,342,056 13.9% 14.0%

○市町村圏 16,225 16,225 0.1 維 持 補 修 費 343,883 0.6 298,079 298,079 1.2% 1.3%

 1　歳　入　総　額 Ａ   再建､山村 141,138 141,138 0.6 補  助  費  等 5,263,782 9.6 3,450,387 2,164,594 9.0% 9.1%

  財政､過疎 地方特例交付金等 68,499 68,499 0.3 繰    出    金 4,200,973 7.7 3,471,356 3,418,548 14.2% 14.3%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付 地 方 交 付 税 7,226,151 6,407,565 26.9 投資出資貸付金 0 0.0 0 0 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産   (普通交付税) 6,407,565 6,407,565 ‐ 積    立    金 2,833,065 5.2 1,815,263 経常経費充当一般財源合計

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発   (特別交付税) 818,586 ‐ - 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭     小      計 23,778,893 22,960,307 96.4

　  べき財源        Ｄ 交通安全対策特別交付金 8,847 8,847 0.0 投 資 的 経 費 9,317,447 17.1 828,520 経常収支比率

 5　実 質 収 支 ｱ  ｲ 　事務の共同 分担金及び負担金 175,878 44 0.0  うち人件費 286,518 0.5 214,142 93.4% ③/① 　

　C-D  Ｅ    積立金現在高 　処理の状況 使    用    料 210,329 0 0.0

（

　
内
　
　
訳
　
）

普通建設事業 9,317,447 17.1 828,520 94.2% ③/②

 ｲ-ｱ 　  うち財政調整基金 ○ごみ処理 手    数    料 204,632 0 0.0 補  助 8,639,635 15.8 587,275

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ     うち減 債 基 金 ○し尿処理 国 庫 支 出 金 17,883,279 - ‐ 単  独 494,562 0.9 240,668

  その他特定目的基金 　伝染病関係 国有提供施設交付金 667,071 667,071 2.8 受託（補助） 183,250 0.4 577 歳入経常一般財源額

 7  積　　立　　金　 Ｇ    地方債現在高   小学校関係 県  支  出  金 5,971,737 ‐ ‐ 県事業負担等 ‐ ‐ ‐

　うち政府資金現在高   中学校関係 財  産  収  入 415,483 148,561 0.6 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ   債務負担行為額   税務関係 寄    附    金 114,703 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

（翌年度以降支出予定額）   火葬場 繰    入    金 2,764,358 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

 9  積立金取くずし額 Ｉ   消  防 繰    越    金 2,142,937 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 29,922,727

10 ○その他 諸    収    入 521,662 43,465 0.2 ‐ ‐ ‐

地    方    債 1,584,626 - - 95.1

Ｊ 56,444,435 23,828,295 100.0

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  構成比 超  過 決算額 構成比

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円 ％ 課税額 千円 ％

下 水 道 事 業   有 901,000  個人分 1.2  議    会    費 309,272 0.6

介護保険事業   無 742,000  法人分 1.6  総    務    費 9,986,011 18.3

後期高齢者医療事業   無 672,000 32.5  民    生    費 26,791,496 49.0

上 水 道 事 業   有 479,000 2.0  衛    生    費 2,917,108 5.3

426,000  固 定 資 産 税 45.6  労    働    費 81,104 0.2

409,000  軽 自 動 車 税 2.7  農 林 水 産 業 費 59,008 0.1

400,000  市町村たばこ税 14.4  商    工    費 221,553 0.4

円  電    気    税 ‐  土    木    費 5,534,214 10.1

円  ガ    ス    税 ‐  消    防    費 899,470 1.6

円  特別土地保有税 -  教    育    費 5,009,347 9.2

円 法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 - -

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,832,182 5.2

均等割 3,000円 50 千円  入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ -

標準税率に 3,000 千円  都市計画税 ‐ 前年度繰上充用金 ‐ -

対する比率  そ  の  他 ‐ 特別区調整納付金 ‐ -

1.0 100.0 54,640,765 100.0

令和５年度
決 算 状 況

都道府県名
市町村名 宜 野 湾 市 Ⅲ―3

沖 縄 県 （　R6.8.1作成　）

歳               入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

人　　　　口 面 積 k㎡ 人口密度 
人 口 集 中 産 業 構 造

区      分   区      分
経常収
支比率%

左のう
ち、臨財
債を除く
額地 区 人 口 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

国
　
調

令和２年(確報)
就

業

人

口

R2年
国　調

 　264人 4,906人

19.80 98,886 0.8 14.2

29,268人 24.6

平成27年  令和２年 令和２年 0.3

85.0 0.0

H27年
国　調

 　267人 4,964人 28,864人 0.0

 平成27年 平成27年 0.1 内

訳95,504 0.8 14.6 84.7 3.9

令和４年度 令和５年度 指定団体等 0.0    小    計

軽油引取税・自動車取得税交付金 0.0

基準財政収入額 11,987,549 自動車税環境性能割交付金 0.0

57,839,228 56,444,435 基準財政需要額 18,360,739 法人事業税交付金 0.3

 　標準税収入額等 15,228,622 0.1

55,696,291 54,640,765  　標準財政規模 21,839,313 12.8

 　財政力指数 0.65 11.4

2,142,937 1,803,670 　 実質収支比率 6.7% 1.5 22,454,804

  経常一般財源比率 109.1% 42.1

407,225 329,575 　 公債費負担比率 9.3% 0.0

実質公債費比率 6.4% 0.3

1,735,712 1,474,095 11,425,955 0.4

5,317,817 0.4

312,363 △ 261,617 672,696 31.7

5,435,442 1.2

744,001 878,001 29,072,356 10.6 24,031,421

20,907,433 0.7 23,828,295

0 0 18,865,966 0.2 失業対策事業

7,908,732 4.9 ‐

0 0 3.8 ‐

　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

2.8
合    計 54,640,765 100.0 28,119,057

F + G + H - I　 1,056,364 616,384 合      計 100.0 　（R5.4.1現在）

実質単年度収支
0.9 ‐

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法適用実質収支額

特 別 職 等 市 町 村 税

 増減率

111,025 223,513 12

目 的 別 歳 出
の有無

△ 19,715 2,117,094 16
 区　分

改定実施  給料(報酬) 月額
区 分

決 算 額
区 分 充当一般財源等

4,236 0 11 年 月 日 千 円 ％

市長  H8.4.1 市

民

税

均

等

割

165,949 0.4 ‐ 309,272

287,285 1,107,576 20 副市長 〃 222,645 △ 4.7 ‐ 4,811,509

39,625 976,303 4 教育長 〃 所　 得　 割 4,507,938 △ 6.3 ‐ 12,058,986

184,616 21,641 25 議会議長  H10.4.1 法 人 税 割 277,428 △ 3.8 ‐ 2,116,847

‐ ‐ ‐ ‐ - 議会副議長 〃 6,333,457 5.9 ‐ 76,679

‐ ‐ ‐ ‐ - 委員長 〃 380,862 2.0 ‐ 42,747

普
通
会

計

職

員

数

区 分 職 員 数 1人当たりの給料月額 議会議員 〃 1,995,776 169.6 ‐ 198,735

 　一 般 職 員 628 305,600 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,534,357

  うち消防関係 98 288,500 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 884,997

教 育 公 務 員 38 339,500 ‐ ‐ ‐ - ‐ ‐ 3,298,631

計 666 307,600 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ -

適 用 税 率 の 状 況

徴
　
収
　
率

区　　　　分
現年課税分 滞納繰越分 合  計 4,601 22.8 ‐ 2,786,297

市

民

税

個

人

分

市

民

税

法

人

分

均 等 割
　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％ 内

容

4,601 22.8 ‐ ‐

‐ ‐ ‐

所得割

市  民  税 99.2 37.8 97.9 ‐

法 人 税 割 (R1.10.1) 6.0% 固定資産税 99.4 53.9 99.0 ‐ ‐ ‐ ‐

28,119,057固 定 資 産 税 1.4％ 合      計 99.4 41.8 98.7

※R5健全化判断比率（実質赤字比率　－％、連結実質赤字比率　－％、実質公債費比率6.4％、将来負担比率20.1％）

合      計 13,888,656 10.2 ‐ 合      計

←①臨財債、減
収補てん債特例
分を含む額

↑②臨財債、減収補てん債を
除く額

↑減収補てん債特例分及
び臨時財政対策債を除く

③


